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 論文内容要旨・
 本論文明的は・瞳の有しない独自技術締つ製品醗技勧の高い昨年業が・低コストでの製
 造技術を獲得した新興工業函と事業競争を行う上で、泊社の独自技術を中心に様々な技術を総み合わせ
 た製晶を開発し、その販売を事業化する際に、標準化を有効に活用した事業戦略を策定して利益を拡大・
 する方法を示すことである。
 本論文では、まず標準化の蟹的や役割について、過去の研究成果を検討しつつ整理し、標準化の社会・
 経済効果の全体像にづいて朗らかにした。その中でく過去の標準化に関する研究は、デフアクト規格の一
 獲得競争ゑ中心に進められてきたため{標準化をリードしデファクト規格を獲得する方法を研究対象と
 していたが、近年、新しい標準化の仕組みとして、フォーラムを中心とするコンセンサス規格が徐々に
 その重要性を増しっっあるととを示した。
 そして次に、なぜコンセンサス規格の重要性が増しっっあるのかを、技術環境、標準化環境の変化か
 う整理し、技術が複雑化し、また製品開発のスピ」ドが速まる中で{標準化活動が7社によるデファク
 ト規格獲得活動から、複数企業が集まったフォーラム等における標準化活動に移行しつつあることを示
 した。そして、'このフォーラム規格の性格を知財、独禁法等の観点から分析し、'一社によるデファクト
 規格(狭義のデファクト規格)と、複数の企業が共同しオ規格を作成するフォーラム規格は、規格技術
 の専有性・収益性等が全く異なり、フォーうみ規格は、国家規格や国際規格といった、所謂デジュール
 規格と一体化し、「コンセンサス規格}として分類することが、規格の事業戦略への効果を考える上で
 有効な扱いであることを示した。
 次に、事業戦略に活用しやすい規格として基本規格、試験・検査方法規格、製品規格のうち、製品規
 格を選定し、製品規格の意味とその効用について整理した。そして、このようなコンセンサス規格を事
 業活動の観点から評価し、事業者が事業戦略に活用できるコンセンサス規格の機能は、市場の創設・拡
 大とコストダウンの2つに集約できることを示し、この2つの機能が、標準化活動のどのような効果か
 ら実現されるものかを整理した。その上で、市場創設・拡大機能とほストダウン機能それぞれについて、
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 その事業活動への影響メカ出ズムを整理した。
 まず、市場の創設・拡大機能については、標準化により製晶が安定的に長期に供給され、技術進歩の
 場合も互換性が維持されるという安心感が、購入者を拡大するととと、製品の技術が固定化・公開され
 ることで、新規参入が容易になり、当該製晶の製造・販売に参入する企業が増加すること1の2っの効
 果から暢が創継れ・拡大することを示した・但し1購に標難戦って製品の差別化が困難にな
 り、これが市場が成熟した時期には事業活動‡の障害と塗ることを併せて示した。
 コストダウン機能にういては、本来は社内で独自に標準化することでコストダクンする方炉事業戦略
 上の意味は大きいものの、技術の複雑化により、全ての技術をr社寺開発すること倭困難となったこと
 から、技術開発コストをかけたくない部分について各社共同毛擦準化しコストダウンを行う活動が増加
 していることを示した。その上で、コストダウンの標準化を行う場合は、市場をある程度占有できる規
 模の調達者が協力して行うことが重要であることを指摘した。
 これらの検討結果を元に、コンセンサス規格を利用した事業戦略の基本として標準化活動の役割と企
 業の.∫競争力」確保の関係を整理し、製造技術のみで勝負して勝てる能力が無い場合は、・必ずギ標準化
 しな郷分」一を残レ・御部分磋別化領域として鱗1こ郷つけ・他の部分は標靴はり市場鰍・
 拡大やコストダクンに利相するという使い分けが重要であることを指摘した。一
 、以上の整理を元に、技術力を持つ企業が標準化を事業戦略に活用するための戦略仮説を零した。その
 戦略の基本的柱は、噛らの得意領域は標準化しない諜ことであり・、この基本に沿って、いつ、どの部
 分を標準化することが有利かを戦略化したものである。
 まず戦略の構成について、先進的ユーザーが新製晶を受容する課程である市場創設期、市場が立ち上
 がり、他社が製晶製造に参入してくる市場拡大期、市場の拡大が鈍化し、参入企業間のシェア争いに入
 る市場飽和期の、3つの時期によって戦略は罪なるべきであるζとを示し、それぞれの時期毎に標準化戦
 略の仮説を設定した。市場創設期の戦略は、できる限り自らの製品の川下側を標準化することを基本戦
 略どした。但し、もし摺下でなく・、自社製品領域を標準化しなければならない場合は、市場拡大効果奪。
 犠牲にしてでも、差別化領域として標準化しない部分を残すことが重要であるととを指摘した。市場拡
 大期は市場を拡大しつつも後発参入企業を御すために、積極的な規格の改良を、互換性を維持しつつ行
 うことを基本戦略とした。さらに、自社製晶の新しい市場を開拓するために、インタフ4一ス規格によ
 り他の市場と接続することや、新市場向けの新規格を提案しつつ全ての規格に々ルチ対応することが効
 果的であることを指摘した。市場飽和期においては、できるだけ大きい市場占有状態を圧力として、川
 上製造業者に標準化を要請することを基本戦略とした。さらに、市場創設・拡大期に行った標準化が製
 品差別化を阻害している場合の戦略として、得意技術への専業化や標準の破壊による差別化領域の確保
 戦略を示した。な茜、川上製造業者への標準化要請は、川上に自らの製品領域を標準化させられる企業
 群が生まれることを示しており、この群に難ずる戦略として、「技術力が発揮できる限定的標準化を積
 極的に提案する」ことが重要な戦略であることも併せて指摘した。
 以上のような戦略をまとめると、表1のようになる。この戦略では、市場創設期から市場拡大期を経
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 て市場成熟期に達するまでに、自社得意領域の川下側から川上側まで、自社の得意領域以外を様々な方
 法で出来るだけ標準化し、市場を拡大しつつコストダウンし、差別化した製晶で利益を確保することに
 なり、一つゐ製晶に対して複数の標準化活動を組み込み、それらをシリーズどして実施することに、こ
 脇までのデファクト標準化戦略とは全く違う特徴がある。
   川下領域自社得意領域川上領域
      創設期灘一響「灘難難難、藻灘毒『■『羅懸灘灘灘懸自社領域を標準化する場合は、得意部翁を差別化領域≧して標準化しない。
    拡大期鰯難繰灘麟慧灘灘、靉靆一難霧!,
  新市場用規格、インタフェース規格で新市場を開拓する。
    成熟期標準化の悪影響を排除するため、標準化された領域を州下化する。舞嚢霧灘灘翼「
 表1:標準化戦略のまとめ
 以上の段階的標準化戦略の有効性を検証するため、過牽の標準化に関する研究活動において取り、上げ
 られた多くの事例の中から・中ンセンサ槻髄期しで標準化したもの{②製晶蠣靴を行った.
 もの・③その標準化炉事業に与えた影響が結果≧して出ているもの・の3っの条件を満たす10の事例
 を選定し、これらの事例について、本研究の椀点かちの再調査を実施した。選定した10事例を表2に
 .示す。これらの事例について、企業単位で標準化漬動への
 参加状況と、その事業への影響を分析し、事業の段階ごと
 に、標準化活動が事業に与えた影響とその効果を整理した。
 その結果、まず市場創設期については、この時期に標準
 化が行われた5っの事例について、全ての事例で川上側り
 事業者に利益が生じており、屑下側の標準化が有利と言う
 基本戦略の正当性が証明された。また、同じ事例において
 自らの領域を標準化した製造業者は多くの場合利益を失
 っていたが、追加聾略に沿って、β差別化領域を標準化せず
 残した企業は、その恩恵を得ていた。さらに市場飽和期の
 コストダウン標準化に,よって自らの領域の標準化を強い
 られた4事例でも、うち2事例が差別化領域を残すことで
 技術力を生かした事業を成功させていた。なお、特許の組.・
 表2事例研究対象製品
 み込みについては殆どの例において事業上十分な利益は
 DVD-ROM及び記録形DVD
第三世代携帯電言舌
メモリカード
 半導体ウエrハ搬送装置
 二1欠乖バーコー・トチ(QRコード)
 IB酸パソコン
自転車
 光コネクタ
G3FAX
自動車用鋼板
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 得られていない。特許による利益が予想できる段階では特許組込に失敗した例も多く、規格への特許組
 込は利益を得るためのものと考えるべきでないことも示すことが出来た。
 市場拡大期では、5つの事例について規格の高度化・高性能化が進められ、下位互換性を維持しっっ
 規格の高度化を推進した社がシェアを得る結果となっており、拡大期の華本戦野の正当性が証明された。
 また、3つの事例でマルチスタンダードによる新市場獲得が成功しており、追加戦略の有効性も示され
 た。
 市場飽和期では、5?の事例でコネトダウンの友めの標準礁が見られ、その全∫炉仲間を増やすこと
 で市場占有度を高め、川上領域に対して標準化を求めまた峠自ら進める形の標準化でありv市場飽物期
 の基本戦略に沿っていた。また、4つの事例において、市場飽和期の追加戦略で示した、標準化による
 悪影響回避のための自社事業領域の川上化が行われ有効に機能しでいることが確認できた。以上により、
 仮説として設定した段階的標準化戦略の正当性、有効性を証明するζとができた。
 本論文の意義として、まず{これまでデファクト規格獲得戦略の延長として安易に考えられてきたフ
 贈ラ襯格の獲織活用は・.狭義のデファクト短靴は全く雑の異なる》「コンセンサ襯格」の
 獲得を前提とした戦略をもって進めなけれ醸ならないことを示したことが挙げられる。これまで企業は
 技術の複雑化の中で、r一社で市場確保は難しいから、他社と共同でデファクトの獲得を」と考えがち
 であったが、他社と共同で作成するコンセンサス規格の事業戦略に与える影響は、一社が単独で市場を
 とることで成立したデファクト規格の影響とは全く異なることを強く意識す.る必要があることを指摘
 した5そして、これまで事業戦略のツ}ルとして見られることの少なかった「デジュール規格3もrコ
 ンセンサス標準」の」部として、実は事業戦略に大きな影響を与えることを併せて示した。
 さらに本論文では、研究対象をコンセンサスにより作成されたr製晶規格」に限定することで、との
 ような規格の役割は》「市場の拡大」と「ヌストダウン」の2っに集紳される;とを示し、ごの二つの
 濁は洛企業が姻で行う晒.その蘇はどの蝶にも公警あり瀦果的1こ企業の静力を無く.
 す活動であることを整理した。二砂整理により、本論文で明らかにされた最も重要なポイントである、
 コンセンサス規格には、自らの得意技術や収益源を組み込んではならないという基本原則が導かれた。
 本論文では、以上の基本的整理を反映した標準化戦略を構築し、その有効性を実証したが、その結果、
 一つの製品の事業活動に対レて、複数の目一的で複数の標準化活動を、市場の段階に合わせて行うことで、
 高い効果を挙げることが可能になることを示すことができた。これまで事業戦略の中で標準化が議論さ
 れる場合・製晶が一つであるがゆえに標準化滑動も一つと考え飾れることが多かった・しかし・一つの
 製品の事業戦略の中でも、一様々な標準化活動を段階的に実施することが高い効果を生むことを示したこ
 のは、本論文の大き按成果と言えよう。
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 論文審査結果の要旨
 標準化は、多くの産業・経済問題を解決する手法として、また社会経済の円滑な運営のための規律として
 大きな役割を果たしてきた。企業の事業戦略においても大きな役割を果たしている。標準化の学術研究は
 1980年代半ばから盛んになっているものの歴史は浅く、近年の標準化における重要な動きであるコンセンサ
 ス標準と事業戦略との関係についての研究はまだ少ない。本論文は、この領域において、事業活動における
 澱ンセンサス標準の活用戦略に関する研究結果をまとめたものであり、全文7章よりなる。
 第1章は序論である。
 第2章では、標準化の員的、範囲、対象、形式などを整理し、過去の標準化研究を概観し、これまでの研
 究はデファクト標準の確立についてとりあげられることが多かったが、近年の標準化はコンセンサス標準の
 確立に重点が移りつつあることを示している。
 第3章では、識ンセンサス標準が重視されっっある理由を、技術環境の変化を分析することで説明し、フ
 ォーラム標準をデジュール標準とともに「コンセンサス標準」とし七グループ化し直すことで、デファクト
 標準の確立とは異なる戦略が必要となることを指摘している。これは、標準化研究における全く新しい枠組
 みを構築したものであり、極めて重要な指摘である。
 第4章では、標準のうち、その重要な部分を構成し、事業活動に直結するr製品規格」を対象に分析を進
 めている。コンセンサスによる製晶規格に事業活動が期待するメリットはr市場拡大」とrコストダウン」
 の二つに集約されると整理する一方、製品差別化が国難になり、価格競争を引き起こすデメリットもあるこ.
 とを示している。標準化メリットの最大化とデメリットの回避または最小化を同時実現するため、自社競争
 力となる技術は標準化せず、他社との競争を避けたい周辺領域の標準化を行う標準化分野選択戦略をとるべ
 きであることを示レた。これは、デファクト標準において一般的に行われている自社の得意技術の積極普及
 によって市場獲得を進め、デファクト標準確立を図る戦絡とは全く異なるものであり、重要な成果である。、
 第5章では、製贔のライブサイクルの各段階での標準化戦略を分析し、市場創隷期にはユーザーに近い川
 下領域を標準化し、市場拡六期にそれを促進する標準化を進め、市場成熟期には川上領域を標準化してコス
 トダウンを実現するという、ライフサイクルの各段階に応じて標準化分野選択を変化させるこれまでにない
 新規な戦略変化の有効性を明ちかにした。また、他社に対する優位技術を持つ企業において実施可能な基本
 的戦略の他に、それ以外の企業が企業環境に応じて実施可能な補足的戦略も承されており、企業活動への応
 用の実効性が極めて高いものと蓄える。
 第6章では、第5章で構築した戦略の有効性を10の事例を用いて検証している。これらの事例により、
 コンセンサス標準の活用に向けて構築した新しい戦略の妥当性及び有効性を明らかにしており、極め七新規
 性のある、かつ有益な成果である。
 第7章は結論である。
 以上要するに本論文は、企業がコンセンサスによる標準化を事業戦略に活用する際に必要となる標準化戦
 略を市場段階別に構築し、その有効性を検証したものであり、我が国企業のように技術力のある企業が、今
 後標準化を事業戦略に取り込む際に積極的に活用することが期待できる、極めて画期的かつ有意義な成果で『
 あり、経営システム工学及び技術社会システム工学の発展に大きく寄与するものである。
 よって,本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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